
NTT法改正 -ネットの将来を描く
JANOGerと共に挑戦する



前回のJANOG53 in HakataのBoFでも⾏いましたが
これから重要局⾯を迎えると考えれらますので
もう⼀度みなさんと⼀緒に議論がしたいです！



そもそもNTT法とは？(1)
1985年に前⾝にあたる電電公社が現在のNTTとして⺠営化され、⽇本電信電話公社法が廃⽌。
新たに「⽇本電信電話株式会社法」（NTT法）が成⽴した。
その後、1988年にNTTデータ、1992年にNTTドコモと分社化が進み、
1999年にはグループが再編。現時点でNTT法の規制対象となるのは、
NTT（持株）とNTT東⽇本、NTT⻄⽇本の3社という。

ケータイWatch
北川 研⽃
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より



そもそもNTT法とは？(2)
電電公社が築いたインフラの提供やさらなる研究開発がNTTが持つ会社としての役⽬。
これらはNTT法のなかで「責務」として定められている。
また同時に、発⾏済株式総数の1/3以上を政府が保有する義務もまた同時規定されている。
政府がNTT株売却に際して法改正を検討しているのは、この規定のため。
NTTの資料によれば、政府は34.35％のNTT株を保有している。

ケータイWatch
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より



JANOGerの⾝近なところで⾔うと
• 中継／加⼊者DF
• GC局における義務／⼀
般コロロケーション

• 管路利⽤

• そういえばJANOG50で
議論したね

「⻑岡のCATVがNTTを使い倒してみ
たら…」

実は、単⼀ルールで利⽤できる
世界最⼤のアンバンドルインフラなんです!!

NTT東⽇本 相互接続ガイドブックより



電気通信事業法 第三款 端末設備の接続等
「第52条から第73条」

電気通信事業者が他の事業者の端末設備などとの接続を管理するための基準や
⼿続きを定めており、市場における公平な競争を保証し、消費者利益を守ることを

⽬的としています。

NTTが解放義務を負っている理由は、
その市場における独占的な地位と歴史的背景に基づく

NTT法の下でNTTが保有する設備や資産の売却や譲渡は
総務⼤⾂の許可

なぜこれが実現できているか？



• 本当はもっと使いやすくして、幅広く利⽤できたら。。。。

• なのに、NTT法が変わると逆噴射で利⽤できなくなる（制限がもっ
とかかる）かも。。。。

• となるとインターネットの未来も変わってしまう可能性があるかも

なので、JANOGerのみんなに⾝近に感じてもらって
⾃分ごとで議論したいです。



本⽇のパネリスト
政府や⾃⺠党への提⾔をいつもされている⽴場から

株式会社企 代表取締役クロサカタツヤ様

エンジニア代表の⽴場から
東⽇本電信電話株式会社 登⼤遊様

事業者団体の⽴場から
⼀般社団法⼈⽇本インターネットプロバイダー協会

副会⻑／専務理事 ⽴⽯聡明様

モデレーター：BBIX株式会社福智道⼀



これまでのNTT法廃⽌or改正に関する流れについて



以前にも注⽬されたこの議論 https://www.kantei.go.jp/jp/hatoyama/meibo/daijin/haraguchi.html

2010年7⽉27⽇
閣議後会⾒

当時の議論
東洋経済オンライン
2010/05/28より



ことが⼤きく動いたきっかけ

⽇本経済新聞 Web版より



NTT以外の通信⼤⼿3社の動き

最終的には本要望書は180事業者の連名に



⾃⺠党PTが政策案まとめる(12/1)

NTT以外の⼤⼿通信3社のTopによる緊急記者会⾒⾃由⺠主党の公式サイトより

NHK New 12/4より



総務省 通信政策特別委員会

かなりの頻度で
議論が展開される



総務省 通信政策特別委員会事務局まとめ



ある⽇のBBIX社内Slackより

通信事業・インターネットの未来を担う若いJANOGerにも
「⾃分ごと・当事者意識」をもってこの議論を受け⽌めてもらいたい

ご参考「NTTや通信業界の歴史を覗いてみて、NTT法の改正を考える」
https://blog.bbsakura.net/posts/2023/12/07/173947

https://blog.bbsakura.net/posts/2023/12/07/173947


2024年3⽉1⽇ NTT法改正案を閣議決定



通信⼤⼿3社の動き（KDDIニュースルームより）



End of Slide


